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株 主 の 皆 様 へ株 主 の 皆 様 へ  

　株主の皆様には、平素より格別のご支援を賜わり厚く御礼申し
上げます。 
　さて、第１０１期（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）の
前半は、平成１６年９月３０日をもって終了いたしましたので、ここ
に当社の上半期の状況についてご報告申し上げます。 
　当上半期におけるわが国経済は、公共投資は引き続き低調に推
移したものの、雇用情勢の改善等により個人消費が緩やかに上向
くとともに、企業収益の大幅な改善を背景として民間設備投資は
製造業、非製造業とも増加するなど、景気は堅調な回復基調をた
どりました。 
　建設業界におきましては、公共工事の発注は引き続き減少いた
しましたが、民間工事は製造業を中心に増加いたしましたので、
受注環境にやや明るさが見られました。 
  このような情勢下にありまして、当社は総力を挙げて受注量の確
保に努めてまいりました結果、受注高につきましては、前年同期
比２８.６％増の約６,２５１億円となりました。受注高の構成は別掲の
とおりであり、受注工事の主なものは、キヤノン取手事業所０４年
Ａ－１棟新築工事、（仮称）富士ソフトＡＢＣ秋葉原ビル新築工事、
東京駅日本橋口ビル新築工事、大崎駅東口第３地区第一種市街地
再開発事業１街区施設建築物新築工事、ＪＲ大阪駅改良他工事、広
島エルピーダメモリＥ３００ラインＰｈａｓｅ　新築工事、セントラル・
リンク・ライトレール（ビーコンヒル工区）建設工事（米国）、ロサ
ンゼルス・ゴ－ルドライン・イーストサイド建設工事（米国）等です。 
　次に、売上高につきましては、前年同期比３.９％減の約４,６６７
億円となりました。売上高の構成は別掲のとおりであり、完成工
事の主なものは、キヤノン宇都宮光学機器事業所２００４Ａ第７棟
新築工事、ジョイフル本田宇都宮店新築工事、（仮称）丸の内１丁
目１街区（東京駅丸の内北口）開発計画Ａ工区新築工事、ＪＲ品川イー
ストビル新築工事、徳山ダム洪水吐きその他建設一期工事、ダイ
ヤモンドシティ・キリオ建設工事、国保橋本市民病院移転改築工事、
台湾高速鉄道軌道工事（台湾）等です。 
　利益の面では、工事利益率の改善、大型不動産物件の売却及び
販管費の節減により営業利益は前年同期比２０８.６％増の約９７億円

となり、経常利益は有価証券の売却等により２４０.６％増の約１８４
億円となりました。また、中間純利益は前年同期比２３１.２％増の約
９７億円となりました。 
　なお、当期の中間配当金につきましては、前期の中間配当金に
比して１円増額の１株につき４円とさせていただきました。 
　今後のわが国経済は、引き続き民間設備投資を中心とした持続
的な回復が期待されますが、世界経済の動向や素材価格の高騰な
ど懸念すべき要因もあり、先行きには予断を許さないものがあり
ます。 
　建設業界におきましては、民間工事は引き続き回復基調で推移
することが見込まれるものの、公共工事の発注はさらに減少する
ことが予想されますので、依然として激しい受注競争が継続する
ものと思われます。 
　当社といたしましては、このような厳しい経営環境に対処すべく、
昨年スタートした「優良企業構想」に掲げる諸施策をさらに推し
進め、常に高い収益力を持ち、絶えず成長する企業を目指してま
いります。 
　その実現のため、すべてのプロジェクトにおいてコンカレント
エンジニアリングを実践することにより、受注の拡大と利益の向
上を図ってまいります。具体的には、リニューアル、環境関連、
都市再生、海外の大型工事など、成長が期待される分野や技術力
を活かせる分野に積極的な営業を展開するとともに、新たな収益
基盤の拡充を図るため、ＰＦＩ事業やエンジニアリング事業、不
動産事業、当社の開発技術やノウハウを活かした新規事業などを
推進いたします。さらに、全社を挙げて業務改善を進めることに
より、品質管理やコストダウン活動の徹底、生産性の向上を図る
とともに、財務面においては、保有資産の流動化を進めるなど
キャッシュ・フローの向上に取り組んでまいります。 
　また、当社は、すべての事業活動を通じて社会的な責任を果た
すことが経営上の重要課題であると考えており、とりわけ環境保
全活動には積極的に取り組む所存です。具体的には、「ゼロエミッ
ション」の手法を推進し、建設廃棄物の削減及び再資源化に努め
るとともに、地球温暖化対策と建物のライフサイクルコスト削減
の両面に有効な省エネ技術並びに土壌浄化や生態系保全など環境
関連技術の開発、実用化を図ってまいります。また、地域社会と
の協調や文化事業の推進に取り組むとともに、企業倫理の遵守の
徹底や経営の透明性の向上に努めていく所存です。 
　今後とも、すべてのステークホルダーから高い評価をいただける
よう「優良企業構想」の実現に向けて取り組んでまいりますので、
株主の皆様におかれましては、何とぞ格別のご理解とご支援を賜
わりますようお願い申し上げます。 

                                                                            平成１６年１２月 
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取締役社長取締役社長 
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主 な 完 成 工 事 �

土木工事�

建築工事�

　  計�

構成比 ％� 構成比 ％�
受 注 高� 売 上 高�

不動産事業等�

合　　　　計�

１,１２９,３１２�

１,１９８,７５７�

１９,１１６�

２６円５２銭�

１,５５９,３１６�

３３５,６２０�

１３５,９１５� ２３.３� ９８,０６４�

４４８,４７６� ７６.７� ３４３,６９３�

５８４,３９２� ４４１,７５８�

４０,７５８� ２４,９７８�

６２５,１５０�

２１.８�

７１.７�

９３.５�

６.５�

１００�

１００�

２２.２�

７７.８�

２１.０�

７３.６�

９４.６�

５.４�

１００�

１００�

４６６,７３７�

区　　　分�

区　　　分�

受 　 注 　 高 �

売 　 上 　 高 �

営 業 利 益 �

経 常 利 益 �

中間（当期）純利益�

�

総 　 資 　 産 �

純 　 資 　 産 �

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

建
設
事
業�

１ 株 当 た り �
中間（当期）純利益�

第１０１期上半期�
自平成１６年４月１日�
至 平成１６年９月３０日�

第１００期上半期�
自平成１５年４月１日�
至 平成１５年９月３０日�

第   １００　期�
自平成１５年４月１日�
至 平成１６年３月３１日�

�
�

６２５,１５０�

４６６,７３７�

９,７０５�

１３円４７銭�

１,５５６,９６３�

３３０,６３０�

４８６,０７１�

４８５,８５０�

３３,４５３�

３８,１２７�

９,７２７�

１８,４０１�

３,１５２�

５,４０２�

２,９３０�

４円６銭�

１,５８５,９８０�

２９９,２１１�

当上半期の受注高及び売上高�

業  績  の  推  移�

�

（注）　１株当たり中間（当期）純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した�
　　　株式数）により算出しております。�
　�

ダイヤモンドシティ・キリオ（愛知県）�

日本生命丸の内ビル（東京都）�

江島大橋（島根県・鳥取県）�
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中間貸借対照表� 中間損益計算書�

1,556,963�

897,628�

６８,０８７�

２１,８６２�

１４３,８８８�

８８１�

１�

５４,６１５�

４６０,０５７�

１４,２６１�

３４,２５２�

８３,９２７�

１６,４２６�

△ ６３３�

659,334�

265,764�

５８,７４０�

４,７８５�

２,４６７�

１９９,３３３�

４３６�

5,349�

388,220�

３１１,０７７�

９,９７７�

４４,９１６�

１０,９９６�

３０,５０５�

 △ １９,２５３�

1,556,963

1,226,332�

1,035,954�

６７,７５８�

２８４,６２４�

３３５�

１１６,８０９�

１０,０００�

１３,０９７�

９,５８７�

４０５,７９１�

７,３８３�

８１,８７２�

１,１７３�

２８,６７１�

８,８４８�

190,378�

６０,０００�

２７,３６１�

２１,８５２�

６３,０４４�

１,６１２�

１０,４９０�

６,０１６�

330,630�

57,752�

41,694�

４１,６９４�

106,612�

１４,４３８�

４５,４５０�

４６,７２４�

32,104�

92,775�

△ 308�

1,556,963

�

�

�

４４１,７５８�

２４,９７８�

�

４０６,１９８�

１９,４１１�

�

３５,５６０�

５,５６７�

�

�

�

�

３,０５８�

７,２２５�

７６４�

�

１,３６１�

１１５�

８９７�

�

�

�

�

９９９�

６３２�

６２８�

�

９,５２６�

△ ２,２３３�

�

�

�

�

４６６,７３７�

�

�

４２５,６０９�

�

�

４１,１２７�

３１,４００�

9,727�

�

�

�

�

１１,０４８�

�

�

�

２,３７４�

18,401�

�
８５７�

�

�

�

２,２６０�

16,997�

�

７,２９２�

9,705�

３８,０５２�

△ １,０３２�

46,724

�

�（資産の部）�

流 動 資 産          �

現 金 預 金 �

受 取 手 形 �

完成工事未収入金�

不動産事業等未収入金�

有 価 証 券 �

販 売 用 不 動 産 �

未 成 工 事 支 出 金 �

不動産事業等支出金�

繰 延 税 金 資 産 �

未 収 入 金 �

そ の 他 流 動 資 産 �

貸 倒 引 当 金 �

固 定 資 産          �

有形固定資産          �

建 物 ・ 構 築 物 �

機 械 ・ 運 搬 具 �

工 具 器 具 ・ 備 品 �

土 地 �

建 設 仮 勘 定 �

無形固定資産�

投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券 �

関係会社株式・関係会社出資金�

長 期 貸 付 金 �

長期繰延税金資産�

そ の 他 投 資 等 �

貸 倒 引 当 金 �

資 産 合 計         

（負債の部）�

流 動 負 債           �
支 払 手 形 �
工 事 未 払 金 �
不動産事業等未払金�
短 期 借 入 金 �
コマーシャル・ペーパー�
未 払 費 用 �
未 払 法 人 税 等 �
未 成 工 事 受 入 金 �
不動産事業等受入金�
預 り 金 �
完成工事補償引当金�
従 業 員 預 り 金 �
そ の 他 流 動 負 債 �
固 定 負 債          �
社 債 �
長 期 借 入 金 �
土地再評価に係る繰延税金負債�
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
不動産事業等損失引当金�
そ の 他 固 定 負 債 �

（資本の部）�
資 本 金          �
資 本 剰 余 金          �
資 本 準 備 金 �
利 益 剰 余 金          �
利 益 準 備 金 �
任 意 積 立 金          �
中 間 未 処 分 利 益          �

土地再評価差額金�
株式等評価差額金�
自 己 株 式 �
負 債 資 本 合 計 �

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）�
�

経 常 損 益 の 部               �
営 業 損 益          
売 上 高    �
完 成 工 事 高  �
不動産事業等売上高     �
売 上 原 価          
完 成 工 事 原 価     �
不動産事業等売上原価    �
売 上 総 利 益              
完 成 工 事 総 利 益     �
不動産事業等総利益     �
販売費及び一般管理費            �
営 業 利 益     �

営 業 外 損 益               
営 業 外 収 益              
受 取 利 息 配 当 金 �
有 価 証 券 売 却 益    �
そ の 他 営 業 外 収 益     �
営 業 外 費 用              
支 払 利 息 �
貸 倒 引 当 金 繰 入 額         �
そ の 他 営 業 外 費 用     �
経 常 利 益     �

特 別 損 益 の 部 �
特 別 利 益     �
特 別 損 失 �
関係会社投融資損�
投資有価証券評価損        �
そ の 他 特 別 損 失     �
税引前中間純利益     �
法人税､住民税及び事業税    �
法 人 税 等 調 整 額 �
中 間 純 利 益      �
前 期 繰 越 利 益 �
土地再評価差額金取崩額       �

中 間 未 処 分 利 益      

（平成１６年９月３０日現在）�
�百万円� 百万円� 百万円�百万円�

�
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中間連結貸借対照表� 中間連結損益計算書�

中間連結剰余金計算書� 中間連結キャッシュ・フロー計算書の要旨�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

７１２�
２,１７２�
７,２２５�
１,０２７�

�
１,８５３�
６７０�

�
�
�

４４５�
３０９�
２４８�
５�
�

７１６�
６３４�
２９６�
３３�
４３４�

�
１０,２７７�
△２,１５１�

�
�

５４７,３５３�
４９８,８９５�
４８,４５７�
３７,７６１�
10,696�

�
�
�
�
�

１１,１３７�
�
�

２,５２４�
19,309�

�
�
�
�
�

１,００８�
�
�
�
�
�

２,１１５�
18,202�

�
８,１２６ �
△１４９�
9,926

41,705�
41,705�

�
108,221�
9,926�
９,９２６�
4,640�
３,６０１�
１�

１,０３７�
113,506

 103,543�

16,313�

△ 3,364�

△ 27,353�

 82�

89,220

1,807,887�

1,035,948�
８９,３０７�

２１９,９６７�

２,００１�

４８０,６０７�

７８,６００�

３８,４０２�

８７,０３４�

４０,８９３�

△８６５�

771,657�
380,193�
１０８,２４５�

１０,８９３�

２５８,６６１�

２,３９３�

6,182�
385,281�
３２５,４２８�

２７,２２５�

６,２７８�

３２,８３５�

 △６,４８６�

281�

1,807,887

1,449,995�
1,178,738�
３９７,５３３�
１９５,１７７�

７６８�

１０,０００�
１０,２６７�
４２３,６８２�
８４,９５０�
１,２６８�
５５,０８９�
271,257�
６５,０００�
６５,１１８�
１７,１００�
１,８５４�
２４,３５５�
６９,９６５�
２,１３１�
２５,７３０�
18,518�
18,518�
339,372�
57,752�
41,705�
113,506�
35,180�
92,797�
△ 1,201�
△369�

1,807,887

�

�
�

（資産の部）�
流 動 資 産          �
現 金 預 金 �
受取手形・完成工事未収入金等�
有 価 証 券 �
未成工事支出金等�
た な 卸 不 動 産 �
繰 延 税 金 資 産 �
未 収 入 金 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

固 定 資 産          �
有形固定資産          �
建 物 ・ 構 築 物 �
機械・運搬具・工具器具・備品�
土 地 �
建 設 仮 勘 定 �
無形固定資産�
投資その他の資産�
投 資 有 価 証 券 �
長 期 貸 付 金 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

繰 延 資 産 �
資 産 合 計�

（負債の部）�
流 動 負 債           �
支払手形・工事未払金等�
短 期 借 入 金 �
一 年 以 内 返 済 の �
PFIプロジェクトファイナンス・ローン�
コマーシャル・ペーパー�
未 払 法 人 税 等 �
未成工事受入金等�
預 り 金 �
完成工事補償引当金�
そ の 他 �
固 定 負 債          �
社 債 �
長 期 借 入 金 �
PFIプロジェクトファイナンス・ローン�
繰 延 税 金 負 債 �
土地再評価に係る繰延税金負債�
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
そ の 他 �
（少数株主持分）�
少 数 株 主 持 分 �
（資本の部）�
資 本 金          �
資 本 剰 余 金 �
利 益 剰 余 金          �
土地再評価差額金          �
その他有価証券評価差額金         �
為替換算調整勘定�
自 己 株 式 �

負債、少数株主持分及び資本合計�

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）�
�

経 常 損 益 の 部     �
営 業 損 益           
売 上 高    �
売 上 原 価 �
売 上 総 利 益              
販売費及び一般管理費           �
営 業 利 益 �

営 業 外 損 益     �
営 業 外 収 益 �
受 取 利 息 �
受 取 配 当 金 �
有 価 証 券 売 却 益             �
そ の 他      
営 業 外 費 用 �
支 払 利 息 �
そ の 他 �
経 常 利 益 �

特 別 損 益 の 部 �
特 別 利 益 �
前 期 損 益 修 正 益 �
投資有価証券売却益�
固 定 資 産 売 却 益 �
そ の 他 �
特 別 損 失 �
関 係 会 社 整 理 損 �
投資有価証券評価損�
転 進 支 援 費 用 �
固 定 資 産 売 却 損 �
そ の 他 �

税金等調整前中間純利益�
法人税､住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額     �
少 数 株 主 利 益 �
中 間 純 利 益        �
�

（平成１６年９月３０日現在）�
�百万円� 百万円� 百万円�百万円�

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ） �
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 �
資 本 剰 余 金 中 間 期 末 残 高 �
（ 利 益 剰 余 金 の 部 ） �
利 益 剰 余 金 期 首 残 高 �
利 益 剰 余 金 増 加 高 �
中 間 純 利 益 �

利 益 剰 余 金 減 少 高 �
株 主 配 当 金 �
役 員 賞 与 金 �
土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 �

利 益 剰 余 金 中 間 期 末 残 高 �
�
�

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）�
�

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）�
�

現金及び現金同等物の期首残高�

営業活動によるキャッシュ・フロー�

投資活動によるキャッシュ・フロー�

財務活動によるキャッシュ・フロー�

現金及び現金同等物に係る換算差額�

現金及び現金同等物の中間期末残高�

�

百万円� 百万円�

�



完成予想図�

　当社が代表企業となっ
ている「近江八幡市民病
院整備運営事業」の建設
工事が本年９月に着工し
ました。�
　同事業は、開業後３０年
間にわたって建物施設を
所有、維持管理するとと
もに、病院運営支援を一
貫して行う全国初の本格的な病院ＰＦＩ事業です。�
　当社をはじめとする民間企業のノウハウを結集することにより、
設計・建設段階から開業後の維持管理・運営にいたる施設のライフ
サイクルコストを縮減するとともに、官民のパートナ－シップの形
成により、効率的で質の高い病院サ－ビスの提供を目指してまいり
ます。２００６年春に竣工し、半年の準備期間を経て、同年秋に開業
する予定です。�

　「３Ｑ－Ｗａｌｌ」工法は、鉄筋に沿って積み上げた特殊なコンクリー
トブロックに高強度グラウトを充填するだけで、従来と同等の強度
をもつ耐震壁を低騒音、低振動かつ従来の３分の２以下の短工期で構
築する画期的な耐震補強工法です。また、工事費も従来と同等以下
であるばかりでなく、環境に配慮して合板型枠を不要としたことも
大きな特徴です。�
　同工法は、既に４５件の施工実績を挙げており、現在も大阪府
枚方市の大型マンションの大規模な耐震補強工事において、延べ
約２，０００mに及ぶ耐震壁を構築中です。当社は、今後も築年数が経
過し耐震化が遅れている学校、病院、ホテル、マンション、商業施
設などの改修に同工法の採用を提案していきます。�

２�

施工状況（ブロックの組積）�プレキャストコンクリートブロック�

会  社  の  概  要�トピックス�
創　　業�
設　　立�
資 本 金 �
�
�

株 主 数 �
従業員数�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

明治２５年１月�
昭和１１年１２月　�
�

  発行する株式総数  　　　１,２２４,３３５,０００株�
  発行済株式総数   　　　 ７２１,５０９,６４６株�

５７,７５２,６７１,８０１円　（平成１６年９月３０日現在）�
�

６２,３０６名（平成１６年９月３０日現在）�
　９,８４１名（平成１６年９月３０日現在）�

９� １０�

主要な営業所等�

ロンドン、サンフランシスコ、ホノルル、北京、大連、
上海、台北、マニラ、ジャカルタ、ハノイ、ホーチミン、
プノンペン、シンガポール、クアラルンプール、バンコック、
イスタンブール�

本　　店�

東京本社�

札幌支店�

東北支店�

横浜支店�

北陸支店�

名古屋支店�

神戸支店�

広島支店�

四国支店�

九州支店�

技術研究所�

海外事務所�

�

�

大阪市中央区北浜東４番３３号　〒５４０-８５８４�

東京都港区港南２丁目１５番２号　〒１０８-８５０２�

札幌市中央区北１条西３丁目３番地の７　〒０６０-０００１�

仙台市青葉区上杉１丁目６番１１号　〒９８０-００１１�

横浜市中区弁天通２丁目２２番地　〒２３１-０００７�

新潟市東大通２丁目３番２８号　〒９５０-８５２８  �

名古屋市東区東桜１丁目１０番１９号　〒４６１-８５０６�

神戸市中央区加納町４丁目４番１７号　〒６５０-０００１�

広島市中区小町１番２５号　〒７３０-００４１�

高松市中央町１１番１１号　〒７６０-０００７�

福岡市博多区下川端町９番１２号　〒８１２-００２７�

東京都清瀬市下清戸４丁目６４０番地  　〒２０４-００１１�

�

TEL （０６）６９４６－４５７８�

TEL （０３）５７６９－１０１７�

TEL （０１１）２１０－７７７７�

TEL （０２２）２６７－８５２１�

TEL （０４５）２０１－４１３１�

TEL （０２５）２４６－６６６６�

TEL （０５２）９６１－５１１１�

TEL （０７８）３２２－４４００�

TEL （０８２）２４３－０１５１�

TEL （０８７）８３１－７１２１�

TEL （０９２）２７１－３８１１�

TEL （０４２４）９５－１１１１�



URL   http://www.obayashi.co.jp/

決　　算　　期�

定 時 株 主 総 会 �

利 益 配 当 金 �
受領株主確定日�

中 間 配 当 金 �
受領株主確定日�

公 告 掲 載 新 聞 �

名義書換代理人�

�
同事務取扱場所�
�
�
�
�
�
�
�
同　取　次　所�
�

手　　数　　料�
�
�
�
�
�

�
上場証券取引所�

３月３１日�

６月下旬�

�

�
�
�
大阪市において発行する毎日新聞�

UFJ信託銀行株式会社�
東京都千代田区丸の内１丁目４番３号  〒100-0005�

UFJ信託銀行株式会社大阪支店証券代行部�
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号　〒541-8502�
TEL　０１２０－０９４－７７７（通話料無料）�
   なお、株式関係のお手続き用紙のご請求は、次のUFJ信託銀行の�
   電話及びインターネットホームページでも２４時間承っております。�
   　   TEL 　　 ０１２０－２４４－４７９（東京）�
（通話料無料）０１２０－６８４－４７９（大阪）�
   　   URL　                                      http://www.ufjtrustbank.co.jp/�

UFJ信託銀行株式会社本店・全国各支店�
野村證券株式会社本店・全国各支店�

名義書換及び新券交付…無料�
株券喪失登録の申請…申請１件につき １０,５００円（消費税額等を含む）�
　　　　　　　　　　　株券１枚につき        ５２５円（消費税額等を含む）�
単元未満株式の買取り…１単元の株式の数当たりの売買委託手数料�
                                                                         相当額を買取った単元未満株式数で按分�
                                                   した額及びこれにかかる消費税額等の合�
　　　　　　　　　　　計額�

東京・大阪・名古屋・福岡の４証券取引所�

�

表紙：１８９２年創業時の当社店舗の屋根を飾った鬼瓦。�
　　　建設の方法や作るものが変わっても、創業時から変わらず持ち続けている「より良い�
　　　品質のものを創る」当社の姿勢を表現しています。�
　　　�

株主メモ�

本中間事業報告書は、再生紙を利用しています。�

３月３１日�

�
９月３０日�
�


